日銀市第８５号
平成２８年５月２６日
担保差入金融機関等　御中
日本銀行
「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則

（被災地企業等債務用）」の一部改正に関する件
日本銀行では、「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」が制定されたことに伴い、標記規程を別紙のとおり一部改正し、平成２８年５月３０日から実施することとしましたので、通知します。
以　　上
別紙

「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則（被災地企業等債務用）」

中一部改正
· 柱書中「「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）」を「「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」（以下「熊本地震適格性判定特則」といいます。）」に改める。

· １．を横線のとおり改める。

１．選定依頼書の受付

　　日本銀行は、当座勘定取引の相手方である金融機関のうち、東日本大震災の被災地（東日本大震災に関し災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けている地域（ただし、帰宅困難者対応により適用された東京都下の地域を除きます。）をいいます。以下同じです。）または熊本被災地（平成二十八年熊本地震に関し災害救助法の適用を受けている地域をいいます。以下同じです。）に貸出業務を行う営業所等（本店、支店その他これらと同等の機能を有するものをいいます。以下同じです。）を有する先（以下「対象先」といいます。）からの依頼に基づき、適格性判定特則または熊本地震適格性判定特則に規定する被災地企業等債務にかかる担保の適格債務者等としての選定を行います。

　（１）選定依頼書の種類

　　　対象先は、下表に掲げる依頼書を日本銀行に提出することにより、適格性判定特則または熊本地震適格性判定特則に定める被災地企業等債務にかかる担保の適格債務者等としての選定を依頼します。選定を依頼する場合には、次の（２）に掲げる事項に留意してください（以下、当該依頼書を提出した対象先を「選定依頼先」といいます。）。

	担保種類
	選定を依頼する

債務者等の種類
	依頼書の種類

	社債
	イ、保証（併存的債務引受を含みます。以下同じです。）により適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす社債の発行者および保証企業
	略（不変）

	
	ロ、保証によらず適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす社債の発行者
	（適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の債務者の選定依頼により、合わせて、左記の社債の発行者の選定依頼があったものとして取扱います（実際に、当該発行者を債務者とする証書貸付債権が存在しているか否かは問いません。）。）

	手形
	適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす手形の支払人
	略（不変）

	電子

記録

債権
	イ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす手形類似電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす手形類似電子記録債権の債務者
	略（不変）

	
	ロ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）

	
	ハ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）

	
	ニ、適格性判定特則３．（２）または熊本地震適格性判定特則３．（２）に定める基準を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）

	
	ホ、適格性判定特則３．（３）または熊本地震適格性判定特則３．（３）に定める基準を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）

	証書
貸付
債権
	イ、適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）

	
	ロ、適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）

	
	ハ、適格性判定特則３．（２）または熊本地震適格性判定特則３．（２）に定める基準を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）

	
	ニ、適格性判定特則３．（３）または熊本地震適格性判定特則３．（３）に定める基準を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）


（注１）本依頼書により、適格性判定特則または熊本地震適格性判定特則に基づく手形の適格支払人および証書貸付債権の適格債務者に関する選定の依頼を同時に行うことができます。

（注２）担保基本要領に基づく手形または手形類似電子記録債権の適格支払人等として選定済の場合には、適格性判定特則または熊本地震適格性判定特則に基づく手形または電子記録債権のうち手形類似電子記録債権の適格支払人等としての選定を依頼することはできません。このため、本依頼書により選定を依頼できるのは、証書貸付債権および電子記録債権の適格債務者のみです。なお、選定対象の企業について、担保基本要領に基づく手形の適格支払人でなくなったときには、本依頼書により、自動的に適格性判定特則または熊本地震適格性判定特則に基づく手形および電子記録債権のうち手形類似電子記録債権の適格支払人等として選定されます。

（２）適格債務者等の選定の依頼にあたっての留意事項

イ、選定を依頼できる対象先の範囲

被災地（東日本被災地または熊本被災地をいいます。以下同じです。）に貸出業務を行う営業所等を有することについて、予め、「特則適格担保に関する細則」（以下「特則担保細則」といいます。）に定めるところにより、日本銀行業務局または支店業務課に対して、「被災地金融機関特則適格担保の差入に関する届出書」（「特則担保細則」第１号書式）を提出している金融機関に属する先に限ります。なお、東日本被災地にかかる対象先は、適格性判定特則に定める適格債務者等の選定依頼のみを行うことができます。同様に、熊本被災地にかかる対象先は、熊本地震適格性判定特則に定める適格債務者等の選定依頼のみを行うことができます。
ロ、
∫
ニ、

ホ、既に適格とされた企業等や地方公共団体についての取扱い

（イ）略（不変）

（ロ）略（不変）
（ハ）企業、地方公共団体および地方公共団体出資法人が（１）の選定依頼書に基づいて適格債務者等として選定されているか否かについては、「担保に関する細則」に定める手順に沿って、日本銀行の担保受入取引店に照会してください。

（３）適格債務者等として選定したことの通知

日本銀行は、（１）の選定依頼を受けた場合には、選定対象の企業、地方公共団体または地方公共団体出資法人について、適格性判定特則３．または熊本地震適格性判定特則３．の基準を満たすことを確認した後、選定依頼先に対し、選定結果を適宜の方法で通知します。

· ２．を横線のとおり改める。
２．選定依頼の取下げ

（１）取下げ書の提出

選定依頼先は、適格債務者等として選定済の企業、地方公共団体または地方公共団体出資法人についての選定依頼を取下げる場合には、下表に掲げる取下げ書を日本銀行に提出してください。なお、取下げ書を提出する際には、日本銀行に対して、事前にご連絡ください（連絡先については、５．をご参照ください。）。

	担保

種類
	選定依頼を取下げる

債務者等の種類
	取下げ書の種類

	社債
	イ、保証により適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす社債の発行者および保証企業
	略（不変）

	
	ロ、保証によらず適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす社債の発行者
	（適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権にかかる選定依頼の取下げにより、合わせて、左記社債の発行者の選定依頼の取下げがあったものとして取扱います。）

	手形
	適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす手形の支払人
	略（不変）

	電子

記録

債権
	イ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす手形類似電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす手形類似電子記録債権の債務者
	略（不変）

	
	ロ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）

	
	ハ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）

	
	ニ、適格性判定特則３．（２）または熊本地震適格性判定特則３．（２）に定める基準を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）

	
	ホ、適格性判定特則３．（３）または熊本地震適格性判定特則３．（３）に定める基準を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）

	証書
貸付
債権
	イ、適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）

	
	ロ、適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）

	
	ハ、適格性判定特則３．（２）または熊本地震適格性判定特則３．（２）に定める基準を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）

	
	ニ、適格性判定特則３．（３）または熊本地震適格性判定特則３．（３）に定める基準を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）


（２）略（不変）

· ５．（１）を横線のとおり改める。

（１）本規程に定める事務のうち、（２）を除くもの

　　日本銀行　金融市場局　市場企画課信用リスク管理グループ（本店新館４階）

　　　　０３－３２７７－３０４４１２３８
· ６．中「差入人」を「差入先」に改める。

· （附則）を横線のとおり改める。

（附則）本特則は、適格性判定特則を廃止する日または熊本地震適格性判定特則を廃止する日のいずれか遅い日をもって廃止します。
· 第１号書式から第１１号書式までを次のとおり改める（全面改正）。

第１号書式

平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行
　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

社債の特則保証条件付適格発行者および特則適格保証企業の選定依頼書
　当行（庫）は、下記１．の点を確約の上、下記２．の発行者および保証企業について、「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．（１）または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」３．（１）に規定する社債の保証条件付適格発行者および適格保証企業としての選定を依頼します。

記

１．確約事項

（１）当行（庫）が、東日本被災地（東日本大震災に関し災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けている地域（ただし、帰宅困難者対応により適用された東京都下の地域を除きます。）をいいます。以下同じです。）または熊本被災地（平成二十八年熊本地震に関し災害救助法の適用を受けている地域をいいます。以下同じです。）に貸出業務を行う営業所等（本店、支店その他これらと同等の機能を有するものをいいます。以下同じです。）を有すること（貴行に「特則適格担保の差入に関する届出書」を提出済みです。）。

※「特則適格担保の差入に関する届出書」において届け出たものの右欄に○を記入。
	被災地（東日本被災地または熊本被災地をいいます。以下同じです。）の種類
	記入欄

	東日本被災地
	

	熊本被災地
	


（２）下記２．の発行者は、被災地に事業所等（本店、支店、事務所等の拠点をいいます。以下同じです。）を有すること（本選定依頼書の提出に際し、これを証する登記事項証明書、納税証明書または事業所設置許可書・届出書その他公的な裏付けのある書類を添付して提出します。）。

（３）下記２．の発行者および保証企業は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団または暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないこと。

（４）下記２．の発行者および保証企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含みます。）が発生することが判明した場合には、直ちに貴行に連絡すること。

（５）（１）から（３）までに掲げる事項に変更が生じた場合には、直ちに貴行に連絡するとともに、「社債の特則保証条件付適格発行者および特則適格保証企業の選定依頼取下げ書」を提出し、本選定依頼を取下げること。また、２．に掲げる事項に変更が生じた場合にも、直ちに貴行に連絡すること。

２．選定対象企業

	（フリガナ）
	

	発行者の商号（注２）
	

	発行者の住所（注２）
	（実質　　　　　　　　）

	被災地事業所等所在地（注３）
	

	
	被災地番号（注４）（注５）
	

	（フリガナ）
	

	保証企業の商号（注２）
	

	保証企業の住所（注２）
	（実質　　　　　　　　）

	本選定対象企業に関する

当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）

（連絡先電話番号　　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄
（注1） 当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注2） 登記上の商号および本店所在地を記入してください。発行者が外国会社である場合には、当該発行者の日本において登記されている商号および住所を記入してください。

（注3） 被災地に複数の事業所等を有する場合には、そのうちの１か所を記載してください。

（注4） 「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則（被災地企業等債務用）」（参考２）の被災地番号を記載してください。

（注５） １．（１）において東日本被災地に記入した場合には、東日本被災地にかかる被災地番号（１～６６）を、１．（１）において熊本被災地に記入した場合には、熊本被災地にかかる被災地番号（６７～６８）を、それぞれ記入してください。１．（１）において東日本被災地と熊本被災地の両方に記入した場合には、東日本被災地または熊本被災地いずれか一つにかかる被災地番号を記入してください。
第２号書式の１（選定対象企業が「適格担保取扱基本要領」に定める手形または手形類似電子記録債権の適格支払人等でない場合）
平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行
　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

手形、正常先企業に対する証書貸付債権、同手形類似電子記録債権、
同電子記録債権の特則適格支払人等の選定依頼書

当行（庫）は、下記１．の点を確約の上、下記２．の企業について、次の１．または２．の特則適格支払人等としての選定を依頼します。

１．東日本被災地（東日本大震災に関し災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けている地域（ただし、帰宅困難者対応により適用された東京都下の地域を除きます。）をいいます。以下同じです。）にかかる、次の（１）から（３）までに掲げる特則適格支払人等

（１）「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する手形の適格支払人

（２）適格性判定特則３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の適格債務者

（３）適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権のうち手形類似電子記録債権（ただし、選定対象企業が同債権の保証条件付適格債務者の場合は除く。）および電子記録債権（ただし、選定対象企業が同債権の保証条件付適格債務者の場合は除く。）の適格債務者

２．熊本被災地（平成二十八年熊本地震に関し災害救助法の適用を受けている地域をいいます。以下同じです。）にかかる、次の（１）から（３）までに掲げる特則適格支払人等

（１）「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」（以下「熊本地震適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する手形の適格支払人

（２）熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の適格債務者

（３）熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権のうち手形類似電子記録債権（ただし、選定対象企業が同債権の保証条件付適格債務者の場合は除く。）および電子記録債権（ただし、選定対象企業が同債権の保証条件付適格債務者の場合は除く。）の適格債務者

記

１．確約事項

（１）当行（庫）が、東日本被災地または熊本被災地に貸出業務を行う営業所等（本店、支店その他これらと同等の機能を有するものをいいます。以下同じです。）を有すること（貴行に「特則適格担保の差入に関する届出書」を提出済みです。）。

※「特則適格担保の差入に関する届出書」において届け出たものの右欄に○を記入。
	被災地（東日本被災地または熊本被災地をいいます。以下同じです。）の種類
	記入欄

	東日本被災地
	

	熊本被災地
	


（２）当行（庫）は、下記２．の企業について、直近の自己査定において正常先に区分していること。

▽自己査定に関する事項

	直近の自己査定の区分
	正常先　　　　　　　　　　　（査定日付：　　　　　　）

	金融庁の「平成２３年東北地方太平洋沖地震による災害についての金融検査マニュアル・監督指針の特例措置及び運用の明確化について」（平成２３年３月３１日付）により、被災までに把握している評価に基づいて査定した結果である場合には、右欄に○をつける。
	


（３）下記２．の企業は、被災地に事業所等（本店、支店、事務所等の拠点をいいます。以下同じです。）を有すること（本選定依頼書の提出に際し、これを証する登記事項証明書、納税証明書または事業所設置許可書・届出書その他公的な裏付けのある書類を添付して提出します。）。

（４）下記２．の企業は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団または暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないこと。

（５）下記２．の企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含みます。）が発生することが判明した場合には、直ちに貴行に連絡すること。

（６）（１）から（４）までに掲げる事項に変更が生じた場合（注２）には、直ちに貴行に連絡するとともに、「手形、正常先企業に対する証書貸付債権、同手形類似電子記録債権、同電子記録債権の特則適格支払人等の選定依頼取下げ書」を提出し、本選定依頼を取下げること。また、２．に掲げる事項に変更が生じた場合にも、直ちに貴行に連絡すること。

２．選定対象企業

	（フリガナ）
	

	企業名（注３）
	

	本店所在地（注３）
	（実質　　　　　　　　）

	被災地事業所等所在地（注４）
	

	
	被災地番号（注５）（注６）
	

	本選定対象企業に関する

当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）

（連絡先電話番号　　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄
（注1） 当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注2） 次の場合には、取下げ書の提出は不要です。ただし、②の場合には、その旨を直ちに日本銀行に連絡してください。

1 自己査定の査定日付のみが変更される場合

2 被災までに把握している評価に基づき「正常先」と自己査定していた企業について、被災後に把握した評価に基づき引続き「正常先」と自己査定する場合
（注3） 登記上の商号および本店所在地を記入してください。外国会社である場合には、日本において登記されている商号および住所を記入してください。

（注4） 被災地に複数の事業所等を有する場合には、そのうちの１か所を記載してください。

（注5） 「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則（被災地企業等債務用）」（参考２）の被災地番号を記載してください。

（注6） １．（１）において東日本被災地に記入した場合には、東日本被災地にかかる被災地番号（１～６６）を、１．（１）において熊本被災地に記入した場合には、熊本被災地にかかる被災地番号（６７～６８）を、それぞれ記入してください。１．（１）において東日本被災地と熊本被災地の両方に記入した場合には、東日本被災地または熊本被災地いずれか一つにかかる被災地番号を記入してください。
第２号書式の２（選定対象企業が「適格担保取扱基本要領」に定める手形および手形類似電子記録債権の適格支払人等である場合）
平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行
　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

正常先企業に対する証書貸付債権、同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書

当行（庫）は、下記１．の点を確約の上、下記２．の企業について、次の１．または２．の特則適格債務者としての選定を依頼します。

また、将来、当該企業について、「適格担保取扱基本要領」に規定する手形の適格支払人としての基準を満たさなくなった場合には、次の１．の特則適格債務者としての選定を依頼していたときは「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する手形および電子記録債権のうち手形類似電子記録債権の適格支払人等としての選定を行うこと、および次の２．の特則適格債務者としての選定を依頼していたときは「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」（以下「熊本地震適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する手形および電子記録債権のうち手形類似電子記録債権の適格支払人等としての選定を行うことについても、合わせて依頼します。

１．東日本被災地（東日本大震災に関し災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けている地域（ただし、帰宅困難者対応により適用された東京都下の地域を除きます。）をいいます。以下同じです。）にかかる、次の（１）および（２）に掲げる特則適格債務者

（１）適格性判定特則３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の適格債務者

（２）適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権（ただし、選定対象企業が同債権の保証条件付適格債務者の場合は除く。）の適格債務者

２．熊本被災地（平成二十八年熊本地震に関し災害救助法の適用を受けている地域をいいます。以下同じです。）にかかる、次の（１）および（２）に掲げる特則適格債務者

（１）熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の適格債務者

（２）熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権（ただし、選定対象企業が同債権の保証条件付適格債務者の場合は除く。）の適格債務者

記

１．確約事項

（１）当行（庫）が、東日本被災地または熊本被災地に貸出業務を行う営業所等（本店、支店その他これらと同等の機能を有するものをいいます。以下同じです。）を有すること（貴行に「特則適格担保の差入に関する届出書」を提出済みです。）。

※「特則適格担保の差入に関する届出書」において届け出たものの右欄に○を記入。
	被災地（東日本被災地または熊本被災地をいいます。以下同じです。）の種類
	記入欄

	東日本被災地
	

	熊本被災地
	


（２）当行（庫）は、下記２．の企業について、直近の自己査定において正常先に区分していること。

▽自己査定に関する事項

	直近の自己査定の区分
	正常先　　　　　　　　　　　（査定日付：　　　　　　）

	金融庁の「平成２３年東北地方太平洋沖地震による災害についての金融検査マニュアル・監督指針の特例措置及び運用の明確化について」（平成２３年３月３１日付）により、被災までに把握している評価に基づいて査定した結果である場合には、右欄に○をつける。
	


（３）下記２．の企業は、被災地に事業所等（本店、支店、事務所等の拠点をいいます。以下同じです。）を有すること（本選定依頼書の提出に際し、これを証する登記事項証明書、納税証明書または事業所設置許可書・届出書その他公的な裏付けのある書類を添付して提出します。）。

（４）下記２．の企業は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団または暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないこと。

（５）下記２．の企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含みます。）が発生することが判明した場合には、直ちに貴行に連絡すること。

（６）（１）から（４）までに掲げる事項に変更が生じた場合（注２）には、直ちに貴行に連絡するとともに、「正常先企業に対する証書貸付債権、同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書」を提出し、本選定依頼を取下げること。また、２．に掲げる事項に変更が生じた場合にも、直ちに貴行に連絡すること。

２．選定対象企業

	（フリガナ）
	

	企業名（注３）
	

	本店所在地（注３）
	（実質　　　　　　　　）

	被災地事業所等所在地（注４）
	

	
	被災地番号（注５）（注６）
	

	本選定対象企業に関する

当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）

（連絡先電話番号　　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄
（注1） 当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注2） 次の場合には、取下げ書の提出は不要です。ただし、②の場合には、その旨を直ちに日本銀行に連絡してください。

1 自己査定の査定日付のみが変更される場合

2 被災までに把握している評価に基づき「正常先」と自己査定していた企業について、被災後に把握した評価に基づき引続き「正常先」と自己査定する場合
（注3） 登記上の商号および本店所在地を記入してください。外国会社である場合には、日本において登記されている商号および住所を記入してください。

（注4） 被災地に複数の事業所等を有する場合には、そのうちの１か所を記載してください。

（注5） 「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則（被災地企業等債務用）」（参考２）の被災地番号を記載してください。
（注6） 
１．（１）において東日本被災地に記入した場合には、東日本被災地にかかる被災地番号（１～６６）を、１．（１）において熊本被災地に記入した場合には、熊本被災地にかかる被災地番号（６７～６８）を、それぞれ記入してください。１．（１）において東日本被災地と熊本被災地の両方に記入した場合には、東日本被災地または熊本被災地いずれか一つにかかる被災地番号を記入してください。　　
第３号書式

平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行
　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

ＢＢＢ格企業に対する証書貸付債権、
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書

当行（庫）は、下記１．の点を確約の上、下記２．の企業について、次の１．または２．の特則適格債務者としての選定を依頼します。

１．東日本被災地（東日本大震災に関し災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けている地域（ただし、帰宅困難者対応により適用された東京都下の地域を除きます。）をいいます。以下同じです。）にかかる、次の（１）および（２）に掲げる特則適格債務者

（１）「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の適格債務者

（２）適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の適格債務者

２．熊本被災地（平成二十八年熊本地震に関し災害救助法の適用を受けている地域をいいます。以下同じです。）にかかる、次の（１）および（２）に掲げる特則適格債務者

（１）「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」（以下「熊本地震適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の適格債務者

（２）熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の適格債務者

記

１．確約事項

（１）当行（庫）が、東日本被災地または熊本被災地に貸出業務を行う営業所等（本店、支店その他これらと同等の機能を有するものをいいます。以下同じです。）を有すること（貴行に「特則適格担保の差入に関する届出書」を提出済みです。）。

※「特則適格担保の差入に関する届出書」において届け出たものの右欄に○を記入。

	被災地（東日本被災地または熊本被災地をいいます。以下同じです。）の種類
	記入欄

	東日本被災地
	

	熊本被災地
	


（２）下記２．の企業は、被災地に事業所等（本店、支店、事業所等の拠点をいいます。以下同じです。）を有すること（本選定依頼書の提出に際し、これを証する登記事項証明書、納税証明書または事業所設置許可書・届出書その他公的な裏付けのある書類を添付して提出します。）。

（３）下記２．の企業は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団または暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないこと。

（４）下記２．の企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含みます。）が発生することが判明した場合には、直ちに貴行に連絡すること。

（５）（１）から（３）までに掲げる事項に変更が生じた場合には、直ちに貴行に連絡するとともに、「ＢＢＢ格企業に対する証書貸付債権、同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書」を提出し、本選定依頼を取下げること。また、２．に掲げる事項に変更が生じた場合には、直ちに貴行に連絡すること。

２．選定対象企業

	（フリガナ）
	

	企業名（注２）
	

	本店所在地（注２）
	（実質　　　　　　　　）

	被災地事業所等所在地（注３）
	

	
	被災地番号（注４）（注５）
	

	本選定対象企業に関する

当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）

（連絡先電話番号　　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄
（注1） 当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注2） 登記上の商号および本店所在地を記入してください。外国会社である場合には、日本において登記されている商号および住所を記入してください。

（注3） 被災地に複数の事業所等を有する場合には、そのうちの１か所を記載してください。

（注4） 「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則（被災地企業等債務用）」（参考２）の被災地番号を記載してください。

（注5） １．（１）において東日本被災地に記入した場合には、東日本被災地にかかる被災地番号（１～６６）を、１．（１）において熊本被災地に記入した場合には、熊本被災地にかかる被災地番号（６７～６８）を、それぞれ記入してください。１．（１）において東日本被災地と熊本被災地の両方に記入した場合には、東日本被災地または熊本被災地いずれか一つにかかる被災地番号を記入してください。
第４号書式

平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

地方公共団体に対する証書貸付債権、
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書
当行（庫）は、下記１．の点を確約の上、下記２．の地方公共団体について「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．（２）または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」３．（２）に規定する証書貸付債権および電子記録債権の適格債務者としての選定を依頼します。
記

１．確約事項

（１）当行（庫）が、東日本被災地（東日本大震災に関し災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けている地域（ただし、帰宅困難者対応により適用された東京都下の地域を除きます。）をいいます。以下同じです。）または熊本被災地（平成二十八年熊本地震に関し災害救助法の適用を受けている地域をいいます。以下同じです。）に貸出業務を行う営業所等（本店、支店その他これらと同等の機能を有するものをいいます。以下同じです。）を有すること（貴行に「特則適格担保の差入に関する届出書」を提出済みです。）。

※「特則適格担保の差入に関する届出書」において届け出たものの右欄に○を記入。

	被災地（東日本被災地または熊本被災地をいいます。以下同じです。）の種類
	記入欄

	東日本被災地
	

	熊本被災地
	


（２）（１）または２．に掲げる事項に変更が生じた場合には、直ちに貴行に連絡すること。

２．選定対象の地方公共団体

	地方公共団体名
	

	
	被災地番号（注２）（注３）
	

	本選定対象に関する

当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）

（連絡先電話番号　　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄
（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注２）「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則（被災地企業等債務用）」（参考２）の被災地番号を記載してください。
（注３）１．（１）において東日本被災地に記入した場合には、東日本被災地にかかる被災地番号（１～６６）を、１．（１）において熊本被災地に記入した場合には、熊本被災地にかかる被災地番号（６７～６８）を、それぞれ記入してください。１．（１）において東日本被災地と熊本被災地の両方に記入した場合には、東日本被災地または熊本被災地いずれか一つにかかる被災地番号を記入してください。
第５号書式

平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権、
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書

当行（庫）は、下記１．の点を確約の上、下記２．の法人について「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．（３）または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」３．（３）に規定する証書貸付債権および電子記録債権の適格債務者としての選定を依頼します。

記

１．確約事項

（１）当行（庫）が、東日本被災地（東日本大震災に関し災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けている地域（ただし、帰宅困難者対応により適用された東京都下の地域を除きます。）をいいます。以下同じです。）または熊本被災地（平成二十八年熊本地震に関し災害救助法の適用を受けている地域をいいます。以下同じです。）に貸出業務を行う営業所等（本店、支店その他これらと同等の機能を有するものをいいます。以下同じです。）を有すること（貴行に「特則適格担保の差入に関する届出書」を提出済みです。）。

※「特則適格担保の差入に関する届出書」において届け出たものの右欄に○を記入。

	被災地（東日本被災地または熊本被災地をいいます。以下同じです。）の種類
	記入欄

	東日本被災地
	

	熊本被災地
	


（２）当行（庫）は、下記２．の法人について、直近の自己査定において正常先に区分していること。

▽自己査定に関する事項

	直近の自己査定の区分
	正常先　　　　　　　　　　　（査定日付：　　　　　　）

	金融庁の「平成２３年東北地方太平洋沖地震による災害についての金融検査マニュアル・監督指針の特例措置及び運用の明確化について」（平成２３年３月３１日付）により、被災までに把握している評価に基づいて査定した結果である場合には、右欄に○をつける。
	


（３）下記２．の法人は、被災地に事業所等（本店、支店、事業所等の拠点をいいます。以下同じです。）を有すること（本選定依頼書の提出に際し、これを証する登記事項証明書、納税証明書または事業所設置許可書・届出書その他公的な裏付けのある書類を添付して提出します。）。

（４）下記２．の法人は、被災地地方公共団体（被災地の地方公共団体をいい、全部または一部の市区町村が被災地に含まれる県または市を含みます。）が全額出資していること（本選定依頼書の提出に際し、これを証する地方公共団体が作成した書類等を添付して提出します。）。

（５）下記２．の法人は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団または暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないこと。

（６）下記２．の法人について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含みます。）が発生することが判明した場合には、直ちに貴行に連絡すること。

（７）（１）から（５）までに掲げる事項に変更が生じた場合（注２）には、直ちに貴行に連絡するとともに、「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権、同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書」を提出し、本選定依頼を取下げること。また、２．に掲げる事項に変更が生じた場合にも、直ちに貴行に連絡すること。
２．選定対象法人

	（フリガナ）
	

	法人名（注３）
	

	住所（注３）
	（実質　　　　　　　　）

	被災地事業所等所在地（注４）
	

	
	被災地番号（注５）（注６）
	

	本選定対象法人に関する

当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）

（連絡先電話番号　　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄
（注1） 当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注2） 次の場合には、取下げ書の提出は不要です。ただし、②の場合には、その旨を直ちに日本銀行に連絡してください。

1 自己査定の査定日付のみが変更される場合

2 被災までに把握している評価に基づき「正常先」と自己査定していた法人について、被災後に把握した評価に基づき引続き「正常先」と自己査定する場合
（注３）登記上の名称および住所を記入してください。

（注４）被災地に複数の事業所等を有する場合には、そのうちの１か所を記載してください。

（注５）「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則（被災地企業等債務用）」（参考２）の被災地番号を記載してください。
（注６）１．（１）において東日本被災地に記入した場合には、東日本被災地にかかる被災地番号（１～６６）を、１．（１）において熊本被災地に記入した場合には、熊本被災地にかかる被災地番号（６７～６８）を、それぞれ記入してください。１．（１）において東日本被災地と熊本被災地の両方に記入した場合には、東日本被災地または熊本被災地いずれか一つにかかる被災地番号を記入してください。
第６号書式
平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

社債の特則保証条件付適格発行者および特則適格保証企業の選定依頼取下げ書
下記の発行者および保証企業につき、「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．（１）または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」３．（１）に規定する社債の保証条件付適格発行者および適格保証企業としての選定依頼を取下げます。

記

	発行者の商号（注２）
	

	発行者の住所（注２）
	

	保証企業の商号（注２）
	

	保証企業の住所（注２）
	

	本企業に関する

当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄

（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注２）登記上の商号および本店所在地を記入してください。発行者が外国会社である場合には、日本において登記されている商号および住所を記入してください。

第７号書式の１（取下げ対象企業が「適格担保取扱基本要領」に定める手形または手形類似電子記録債権の適格支払人等でない場合）

平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

手形、正常先企業に対する証書貸付債権、同手形類似電子記録債権、
同電子記録債権の特則適格支払人等の選定依頼取下げ書
下記の企業につき、「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する手形の特則適格支払人および適格性判定特則３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権および適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ.(イ)を満たす電子記録債権の適格債務者、または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」（以下「熊本地震適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する手形の特則適格支払人および熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権および熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ.(イ)を満たす電子記録債権の適格債務者としての選定依頼を取下げます。

記
	企業名（注２）
	

	本店所在地（注２）
	

	本企業に関する当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄

（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注２）登記上の商号および本店所在地を記入してください。外国会社である場合には、日本において登記されている商号および住所を記入してください。
第７号書式の２（取下げ対象企業が「適格担保取扱基本要領」に定める手形および手形類似電子記録債権の適格支払人等である場合）

平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

正常先企業に対する証書貸付債権、
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書
下記の企業につき、「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権および適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権の適格債務者、または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」（以下「熊本地震適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権および熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権の適格債務者としての選定依頼を取下げます。

記
	企業名（注２）
	

	本店所在地（注２）
	

	本企業に関する当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄
（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注２）登記上の商号および本店所在地を記入してください。外国会社である場合には、日本において登記されている商号および住所を記入してください。
第８号書式
平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

ＢＢＢ格企業に対する証書貸付債権、
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書
下記の企業につき、「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権および適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の適格債務者、または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」（以下「熊本地震適格性判定特則」といいます。）３．（１）に規定する証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権および熊本地震適格性判定特則３．（１）に規定する電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の適格債務者としての選定依頼を取下げます。

記
	企業名（注２）
	

	本店所在地（注２）
	

	本企業に関する当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄

（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注２）登記上の商号および本店所在地を記入してください。
第９号書式
平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注）

地方公共団体に対する証書貸付債権、
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書
下記の地方公共団体につき、「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．（２）または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」３．（２）に規定する証書貸付債権および電子記録債権の適格債務者としての選定依頼を取下げます。

記
	地方公共団体名
	

	本地方公共団体に関する

当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄

（注）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。
第１０号書式
平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権、
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書
下記の法人につき、「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．（３）または「平成二十八年熊本地震にかかる被災地企業等債務に関する担保の適格性判定等に関する特則」３．（３）に規定する証書貸付債権および電子記録債権の適格債務者としての選定依頼を取下げます。

記
	法人名（注２）
	

	住所（注２）
	

	本法人に関する当行（庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注意）※印　日本銀行記入欄

（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注２）登記上の名称および住所を記入してください。
第１１号書式
平成　　年　　月　　日
日　 本　 銀　 行
　　　　　　　   御 中
（金融機関等名）

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

                               　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

（連絡担当部署および連絡責任者）
（注２）
被災地企業等債務にかかる担保の選定依頼に関する変更連絡書

被災地企業等債務にかかる担保の選定依頼に関して下記のとおり変更が生じましたのでご連絡します。

記

	変更事項（注３）（注４）
	

	変更内容（注３）
	

	変更後の当行（庫）

における連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）


（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。

（注２）変更前の金融機関等名、連絡担当部署および連絡責任者を記載してください。

（注３）変更事項が選定対象企業等の被災地事業所等所在地である場合には、被災地（東日本大震災に関し災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けている地域（ただし、帰宅困難者対応により適用された東京都下の地域を除きます。）または平成二十八年熊本地震に関し災害救助法の適用を受けている地域をいいます。）に当該事業所等を有することを証する登記事項証明書、納税証明書または事業所設置許可書・届出書その他公的な裏付けのある書類を添付してください。
（注４）自己査定に関する事項については、次の点に留意してください。

①自己査定に関する事項のうち、査定日付のみが変更される場合には、本変更連絡書の提出は不要です。

②自己査定について、被災までに把握している評価に基づいて査定した結果を届け出ていた場合において、自己査定を更新した結果、被災後の評価に基づいて査定した結果となったときは、本変更連絡書を提出してください。
· （参考１）を横線のとおり改める。
（参考１）

被災地企業等債務にかかる担保の適格債務者等としての基準
	担保種類
	選定対象の

債務者等の種類
	債務者等についての基準

	
	
	担保基本要領に規定する手形の適格支払人であること
	外部格付

・

自己査定
	その他

	社債
	イ、保証により適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす社債の発行者および保証企業
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	
	ロ、保証によらず適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす社債の発行者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	手形
	適格性判定特則３．（１）または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める基準を満たす手形の支払人
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	電子

記録

債権
	イ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす手形類似電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす手形類似電子記録債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	
	ロ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（イ）を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	
	ハ、適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める電子記録債権の基準のうちロ．（ロ）を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	
	ニ、適格性判定特則３．（２）または熊本地震適格性判定特則３．（２）に定める基準を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	
	ホ、適格性判定特則３．（３）または熊本地震適格性判定特則３．（３）に定める基準を満たす電子記録債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	証書
貸付
債権
	イ、適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（イ）を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	
	ロ、適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の債務者または熊本地震適格性判定特則３．（１）に定める証書貸付債権の基準のうちイ．（ロ）を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	
	ハ、適格性判定特則３．（２）または熊本地震適格性判定特則３．（２）に定める基準を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）

	
	ニ、適格性判定特則３．（３）または熊本地震適格性判定特則３．（３）に定める基準を満たす証書貸付債権の債務者
	略（不変）
	略（不変）
	略（不変）


· （参考２）を次のとおり改める（全面改正）。
（参考２）

被災地および被災地番号一覧（平成２８年５月３０日現在）（注１）
	都道府県
	地域
	被災地

番号
	
	都道府県
	地域
	被災地

番号

	岩手県
	全域
	1
	
	茨城県
	稲敷郡美浦村
	36

	宮城県
	全域
	2
	
	（続）
	北相馬郡利根町
	37

	福島県
	全域
	3
	
	
	久慈郡大子町
	38

	青森県
	八戸市
	4
	
	
	那珂郡東海村
	39

	
	上北郡おいらせ町
	5
	
	
	東茨城郡茨城町
	40

	茨城県
	石岡市
	6
	
	
	東茨城郡大洗町
	41

	
	潮来市
	7
	
	
	東茨城郡城里町
	42

	
	稲敷市
	8
	
	栃木県
	宇都宮市
	43

	
	牛久市
	9
	
	
	大田原市
	44

	
	小美玉市
	10
	
	
	小山市
	45

	
	笠間市
	11
	
	
	さくら市
	46

	
	鹿嶋市
	12
	
	
	那須烏山市
	47

	
	かすみがうら市
	13
	
	
	那須塩原市
	48

	
	神栖市
	14
	
	
	真岡市
	49

	
	北茨城市
	15
	
	
	矢板市
	50

	
	桜川市
	16
	
	
	塩谷郡高根沢町
	51

	
	下妻市
	17
	
	
	那須郡那珂川町
	52

	
	常総市
	18
	
	
	那須郡那須町
	53

	
	高萩市
	19
	
	
	芳賀郡市貝町
	54

	
	筑西市
	20
	
	
	芳賀郡芳賀町
	55

	
	つくば市
	21
	
	
	芳賀郡益子町
	56

	
	つくばみらい市
	22
	
	
	芳賀郡茂木町
	57

	
	土浦市
	23
	
	千葉県
	旭市
	58

	
	取手市
	24
	
	
	我孫子市
	59

	
	那珂市
	25
	
	
	浦安市
	60

	
	行方市
	26
	
	
	香取市
	61

	
	日立市
	27
	
	
	山武市
	62

	
	常陸太田市
	28
	
	
	千葉市美浜区
	63

	
	常陸大宮市
	29
	
	
	習志野市
	64

	
	ひたちなか市
	30
	
	
	山武郡九十九里町
	65

	
	鉾田市
	31
	
	東日本大震災に関し、上に記載されていない地域（注２）
	66

	
	水戸市
	32
	
	
	

	
	龍ヶ崎市
	33
	
	熊本県
	全域
	67

	
	稲敷郡阿見町
	34
	
	平成二十八年熊本地震に関し、上に記載されていない地域（注３）
	68

	
	稲敷郡河内町
	35
	
	
	


（注１）平成２３年３月２４日付厚生労働省公表の「平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震にかかる災害救助法の適用について（第１１報）」および平成２８年４月１５日付内閣府公表の「平成２８年熊本県熊本地方の地震に係る災害救助法の適用について【第１報】」をもとに作成。
（注２）東日本大震災に関し、平成２３年５月２４日以降に災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けることとなった地域がある場合に使用してください。
（注３）平成二十八年熊本地震に関し、平成２８年５月３１日以降に災害救助法の適用を受けることとなった地域がある場合に使用してください。






略（不変）









